
自治体の予算は、当該年度の歳出は当該年度の歳入をもって充てるという会

計年度独立の原則に基づいており、そのため会計手法も現金収支に着目した「現

金主義・単式簿記」を基本としています。 

しかし、資金の流れ（フロー情報）やその使途を明らかにすることを主眼と

する現在の公会計では、現金以外の資産や負債などの状況（ストック情報）及

び行政サービスに要した全体コスト等が把握しづらいため、近年では「発生主

義・複式簿記」を基本とする企業会計的手法を導入する動きが広まっています。 

本市においても、平成 10 年度決算版の普通会計「バランスシート」をはじめ

として、順次、対象を拡大しながら企業会計的手法による財務書類を作成し、

平成 17 年度決算版からは、「バランスシート」、「行政コスト計算書」、「キャッ

シュ・フロー計算書」を作成しています。 

これらの財務書類は、総務省が示した統一的な基準（「総務省方式」）により

作成してきましたが、国においては、資産・債務に関する情報開示と適正な管

理を一層進めることを目的に、新地方公会計制度研究会による検討を進め、そ

の報告書に示された新たなモデルに基づく財務書類を作成し、平成 20 年度決算

版から公表することを地方に要請していました。 

これを受け、本市では財政状況をわかりやすく説明する取組を一層推進する

ため、平成 20 年度決算版から「総務省方式改訂モデル」を採用し、「貸借対照

表（バランスシート）」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支

計算書（キャッシュ・フロー計算書）」の財務書類４表を作成してまいりました。 

さらに、歳入歳出の執行伝票の情報から複式仕訳を作成し、また、すべての

固定資産の再評価を一括して行う「基準モデル」による財務書類４表の作成準

備を進め、平成 23 年度決算版から公表することができるようになりました。 

今後も、これらの財務書類を効果的に活用しながら、市の資産・債務の適切

な管理や活用を図り、持続可能な財政構造の構築を進めてまいります。 
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 ・(平成 23 年度)平成 24 年 3 月 31 日 : 1,388,481 人 
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一般会計 特別会計（７会計） 一部事務組合・広域連合（２団体）
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公共用地先行取得等事業特別会計 港湾整備事業特別会計 第3セクター（２４法人）

公債管理特別会計 生田緑地ゴルフ場事業特別会計 公益財団法人　川崎市国際交流協会

企業会計（６会計） 公益財団法人　川崎市文化財団

病院事業会計 公益財団法人　川崎市スポーツ協会

下水道事業会計 かわさき市民放送　株式会社
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工業用水道事業会計 川崎アゼリア　株式会社

自動車運送事業会計 川崎冷蔵　株式会社
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